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１ 福岡県の推進体制
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福岡県の推進体制

•福岡県では調査統計課がEBPM・データ利活用推進の取組を所管

• R4に調査統計課内に「データ利活用班」を設置

【班員】

R4：4名（班長、主任主事2名、主事1名）
R5：6名（班長、主任主事2名、主事2名、

会計年度任用職員1名）
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２ EBPM・データ利活用の
具体的な取組
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①相談対応・データ利活用支援（事業概要）

•統計データ利活用推進事業（EBPM推進事業）として、庁内各課を対
象に、R4から以下の支援を実施

•統計データの収集や分析、アンケート調査の設計など、データ利活
用に関する相談・支援希望を随時受け付け、必要に応じて外部有識
者にも相談しつつ対応。案件の性質に応じて伴走型支援も実施

→R5は支援対象を県内市町村にも拡大。ミクロデータ分析も実施中
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①相談対応・データ利活用支援（外部有識者）

• R5.7月時点、3名を「福岡県データ利活用アドバイザー」として任命

■和歌山県立医科大学 医学部/臨床研究センター
下川 敏雄 教授

■大阪工業大学大学院 知的財産研究科

長谷川 光一 准教授

■九州大学 マス・フォア・インダストリ研究所

廣瀬 雅代 助教
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①相談対応・データ利活用支援（支援実績）

• データの有無に関する相談、有意差検定の実施やアンケート調査の設
計・分析に関する支援希望が比較的多い状況

【R4実績】 相談対応77件、データ利活用支援10件

〈例〉ケアトランポリン教室の効果測定

• 市町村が実施する「ケア・トランポリン教室」参加者の参加前後における
体力測定結果のデータを用いて、統計的有意差の有無を確認

• 「t検定（一対の標本による平均の検定）」という統計的仮説検定の手法を
用いて、Excelで実施

【原課の声】

今後の事業の方向性を検討するにあたり参考になった
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②データ利活用研修

•県内自治体職員のデータ分析・利活用能力向上を目的として実施

•基本的には対面とオンラインのハイブリッド方式で実施

•主な研修テーマ

「アンケート調査の基本」

「統計データを用いたエクセルによるデータ分析の演習」

「統計解析ソフト「R」を用いたデータ分析」（県職員・対面のみ）
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【R4実績】 9テーマ17回開催（※県費事業も含む）
延べ参加者数839名（県：144所属481名、市町村：37市町村358名）



③「データ利活用ジャーナル」の発行

• データ利活用に関する情報をまとめ、定期的に発信
※統計データの取得方法やデータ分析手法、

Excelの使い方など

• 職員のEBPM・データ利活用に対する理解や統計リ
テラシーの向上を目的に、データ利活用支援・人材
育成の一環として実施

• R4は、毎月1回発行、庁内各課に送付
→R5は、内容を拡充し、3か月に1回発行、庁内各課
と県内市町村に送付
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④九州大学との共同研究（R5から）

• R4.4月に、福岡県と九州大学は包括連携協定を締結
• それを基に、大きな社会課題におけるEBPMの推進を図るために、
福岡県と九州大学が連携し、大学の専門的知見を活かした共同研
究を実施

※統計データ利活用推進事業（EBPM推進事業）として実施
※研究内容等は調整中
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⑤EBPMに関するシンポジウムの開催（R5から）

• EBPMに関する県内市町村の先進事例や福岡県の取組紹介、有識者
によるパネルディスカッションなど、県民及び自治体職員にEBPMの意
義や効果を周知するシンポジウムの開催

※開催日時や内容等は調整中

※総務省「統計調査の環境改善のための

普及啓発事業委託費」を活用
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